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１　事業者等の概要

２　計画期間及び報告対象年度

～

３　公表方法等

印刷物の閲覧
（閲覧場所・時間等）

ホームページ

その他

担当部署へ問い合わせ
【担当部署】
　パナソニック株式会社　グローバル調達社
　MRO調達センター　技術・サービス材部　エネルギー課
　Mail：denki@gg.jp.panasonic.com
　電話：050-3487－2587

2017 報告対象年度 2019

パナソニック株式会社

主たる事業の
概要

・弊社は、2005年6月より特定規模電気事業を開始し、主に自社グループの
　工場やオフィスビルへの電力供給を行っています。

主たる事務所
の所在地

千kWh

計画期間 2019

津賀　一宏

 条例施行規則第15条第2項に該当する小売電気事業者

氏名又は名称

年度 年度

千kWh
電力供給量
（長野県）

285,253

年度

電力供給量
（総量）

代表者名

エネルギー供給温暖化対策計画書　兼　実施状況等報告書

氏名 代表取締役社長

13,092

〒571-8501　大阪府門真市大字門真１００６番地

事業者の区分

 その他の事業者

役職名
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４　エネルギーの供給に係る地球温暖化対策のための基本方針

 

５　エネルギー供給温暖化対策計画の推進に係る体制

■発電事業等に係る取組方針
　・自社での発電事業なし

■その他の温暖化対策に係る取組方針
　・再生可能エネルギーによる電力を積極的に調達していきます。
　・CO2ゼロ工場を実現・拡大
　　1. 太陽光発電システムを導入
　　2. 全調達電力を100 %再生可能エネルギー由来電力へ切り替え
　　（関西電力株式会社「水力ECOプラン」と、非化石証書を活用）
　　3. 化石燃料由来CO2の排出をオフセットするJ-クレジットを活用

■全社においては品質・環境本部が中心となって施策を推進

■電力の供給における具体的な取組みはグローバル調達社は実施。
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６　供給するエネルギーの製造等に伴い排出される二酸化炭素の抑制に関する目標等

0.000624

2016 年度 0.000729

0.000443

2019 年度 29.10

0.000458

0.000708

2017 年度 129.07

0.000309

0.000546

2018 年度 84.50

0.000442

0.000679

2019 年度 126.04

基 準 年 度

目 標 年 度

排出係数等の
増減理由

調達電源構成の変更による

実排出係数

エネルギーの製造等に
伴い排出されたCO2量

排出係数等の
増減理由

第三年度
t-CO2/kWh

実排出係数

実排出係数

第二年度
t-CO2/kWh

t-CO2/kWh

調達電源構成の変更による

実排出係数

目標排出係数

目標削減率

環境負荷の低い太陽光とバイオマス発電所からの電力調達を行
うことで排出係数を削減する。

排出係数等の
増減理由

目標設定に
関する説明

エネルギーの製造等に
伴い排出されたCO2量

調整後排出係数

調整後排出係数

t-CO2/kWh

t-CO2/kWh

t-CO2/kWh

第一年度
t-CO2/kWh

調整後排出係数

調整後排出係数 t-CO2/kWh

千t-CO2

％

エネルギーの製造等に
伴い排出されたCO2量

調達電源構成の変更による

千t-CO2

千t-CO2

t-CO2/kWh
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７　上記６の目標を達成するための措置

８　調達する電気の電源構成に関する見通しと実績

10 ％ 0 ％ 0 ％

31 ％ 0 ％ 28 ％

0 ％ 0 ％ 0 ％

20 ％ 0 ％ 20 ％

6 ％ 0 ％ 0 ％

22 ％ 0 ％ 16 ％

10 ％ 0 ％ 0 ％

37 ％ 0 ％ 10 ％

6 ％ 0 ％ 0 ％

59 ％ 0 ％ 10 ％

※3 「卸電力取引所」とは、電力の卸取引を行う取引所であって、電気事業法第97条第１項に規定される指定を受けた
　　卸電力取引所を指す。

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

卸電力取引所※3

石油火力 0

※2 「FIT電気」とは、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく認定施設から買い
　　取られた電気で、その調達費用の一部が全電気利用者が負担する賦課金により賄われている電気を指す。

※1 「最終年度における見通し」欄には、基準年度時点における事業者の電気の調達計画等の見通しに基づき、特定期
　　間の最終年度を算定期間とする電源構成の概算の見込み割合を記載する。

年度 ％％

LNG火力

備考

石炭火力

2018 年度 FIT電気※2 その他（常時バックアップ、
　　　　電力会社からの補給）

その他（　　　）

8

2019

最終年度
における

見通し※1

卸電力取引所※3

原子力

石油火力

2019

0 ％

LNG火力 水力

0

石油火力

石炭火力

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

％

基準年度

年度

2017

2016 年度

％ FIT電気※2

原子力

％

51

石炭火力 原子力

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

水力

その他（常時バックアップ）年度 ％

0

35 ％

％0 5

第二年度

第三年度

50 ％

FIT電気※2 その他（　　　）

25 ％FIT電気※2

水力

以下3点の取組みにより、CO2排出係数の低減を図っていきます。
　①より環境負荷の低い化石燃料により発電された電力の調達（例：石炭火力⇒LNG火力）
　②再生可能エネルギーによる電力の積極的な調達
　③必要に応じた京都メカニズムの活用

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

調達する電気の電源構成の割合（Ｗ･ｈ比）

LNG火力 水力

20

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

％

卸電力取引所※3

石炭火力

区分

卸電力取引所※3

石油火力

FIT電気※2 その他（　　　）

卸電力取引所※3

石油火力

第一年度

原子力

原子力

％

10 ％

LNG火力 水力

LNG火力

0

石炭火力

11％
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９の１　再生可能エネルギー源により発電された電気の調達量に関する見通しと実績

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

区分

70,000 千kWh

年度

1,764

年度

3,000

44,590

最終年度
における
見通し

2019 年度

第三年度

2019 年度

119,671

第一年度

2017 年度

第二年度

2018

32,834

148,626 千kWh
28,955

3,121 千kWh

155,332 千kWh

30,261 千kWh 691 千kWh

千kWh

40,000

7,155

23,106

29,248

種類別調達量

再生可能エネルギー
電気(FIT電気を除く)

電源

調達量

備考

3,883

15,342

2016

千kWh

県内分

再生可能エネルギー源の種類（内訳）

FIT電気

122,498

千kWh

基準年度

千kWh

30,000
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９の２　再生可能エネルギーの普及・供給拡大に関する取組

１０　エネルギーの供給に係る温室効果ガス排出抑制の研究と取組

　

１１　需要家の省エネルギー対策の推進に関する取組

・現時点で、自社発電所として再生可能エネルギーによる発電はありませんが、低圧および
高圧の太陽光発電所からの調達を拡大していきます。

区分 実施内容

高 効 率 機 器 の
普 及 促 進

・省エネ家電の開発を行い省エネルギー化を促進。

家 庭 ･ 事 業 者 の
省 エ ネ ル ギ ー
対 策 へ の 協 力

・家庭用燃料電池システムの普及に向けた販売
・従来の照明器具に装着できるLED照明の開発を実施

・業界最高レベルの発電効率を誇る太陽光パネルの研究開発を進めております。
・家庭内のエネルギーの最適化をめざす、横浜スマートシティプロジェクト(YSCP)デマンド
　サイドマネジメント(DSM)実証実験を実施しています。

※ 需要家に対して節電や省エネを誘導する料金体系を導入している場合は、「その他」に記載する。

そ の 他
・30分毎の電力使用実績を各需要家に提供していきます。
・関連省庁および長野県の環境関連政策に関する情報収集に努め
　需要家に提供していきます。
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１２の１　地域との連携に関する取組の実施状況

１２の２　その他、温暖化対策に関する取組の実施状況

第 三 年 度 実 績

「NPO/NGOの組織基盤強化のためのワークショップ」を開催。2008年から始まったこ
のワークショップでは、多様な視点で組織の課題を深掘りする組織基盤強化につい
ての講演や事例発表も交えて学び、体験をしていただいています。今年は福島、東
京、横浜、名古屋、京都、熊本の全国6ヵ所で開催しました。

区分

基 準 年 度 ま で に
実 施 し た 内 容

・2014年11月にFujisawa サスティナブル・スマートタウン街びらきしました。
・電動アシスト自転車及び充電ロッカーと可搬式自転車駐輪システムを連携させた
新しいシェアサイクルシステムの実証運用をスタートさせました。
・2012年から工場見学受け入れを再開から、2016年度４校を加え。1,200人以上の春
日井市の小学生のみなさんにご見学いただきました。
・2011年より、小学5年生を対象として環境に関する出前授業を実施。延べ４３校で
実施。

第 一 年 度 実 績

・パナソニックエコリレーの活動として、ごみゼロ・クリーンアップ、全国109地点
の水質調査、里山再生活動など、広域で誰もが参加できる活動を推進。地域の方々
に延べ4734名参加いただいた。これを通じて次世代への環境教育に取り組んでい
く。

第 二 年 度 実 績

・2020年東京大会に向け「オリンピックとパラリンピックを題材とした教育プログ
ラム」を独自開発し、学校への提供をしている。
・持続可能な社会をつくるのは人であるという考えのもと、企業市民活動の一貫と
してパナソニックがもつ強みやリソースを活かした「学び支援プログラム」を学校
へ無償提供している。

第 三 年 度 実 績

実施内容

基 準 年 度 ま で に
実 施 し た 対 策

・・独自の指標「CO2削減貢献量」を導入し、「商品（省エネ、創エネ）」「生産活
動」の2つの切り口で削減取り組みを加速しています。
・グリーンプロダクツの創出により、商品使用時のＣＯ２排出量を削減。
・生産工程の省エネなど各種取組みで、ＣＯ２排出量を削減。

第 一 年 度 実 績

当社が排出するエネルギー起源CO2以外の温室効果ガスは、エアコン工場で製品の冷
媒として使用しているHFC（ハイドロフルオロカーボン）、液晶工場でクリーニング
ガスとして使用しているNF3（三ふっ化窒素）などです。これらの削減に向けて、そ
れぞれ冷媒の漏洩防止や廃冷媒の回収と外部での破壊処理、除外装置の設置などの
対策を実施しています。

第 二 年 度 実 績

当社は2018年6月より、太陽電池が発電したクリーンな電気で水を電気分解すること
で水素をつくり出し、それをエネルギー源とする純水素燃料電池を導入し、電力需
要に合わせた効率的な運転制御や信頼性の検証などを行う実証試験を開始しまし
た。この実証試験を通して、純水素燃料電池のさらなる機能向上を目指すととも
に、クリーンなエネルギーで安心してくらせる社会づくりに貢献していきます。

当社は2019年1月にパナソニックグループの家電リサイクル工場であるPETECと、乾
電池工場であるPECBEにおいて、再生可能エネルギー発電設備の導入や、再生可能エ
ネルギー由来電力の調達、さらには化石燃料由来CO2の排出をオフセットするクレ
ジットの活用などにより、CO2ゼロ工場を日欧2工場で実現しました。（CO2削減量
は、両工場で約5,000トン）
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１３　自由記載欄


